





































































一般 に，最良 の租税 とは,（1)公平 （equitable ）又 は公正 （fair）で あ るこ
と,（2）経済的 に効果 的（economicallyefficient ）であ るこ と,（3）確実で恣 意
性（certainandnotarbitrary ）の ない こ と,（4）徴税費 が低 コ スト(lowcost ）
であ るこ と,m 税務行政 と納税 者 の承 諾（compliance) の基 にで き るだ け単
純であ るとい う簡便性 （convenient ）が要 求 さ れるとい う（2）。
税務会 計学 にお いては， 公平性 及 び税務 運営 配慮は税務会計 公準 とし て，
経済的効果性，恣 意性排除， 簡便性 は， それぞ れ税務 会計原則で あ る公共政
策配慮の原則，計 算恣 意排除 の原則， 計 算簡便性 の原則 として捉 えられて い
る。 もっ とも， 課税所 得は， その他 に実質 課税主義 の原則， 損金 控除規制 の
原則， 負担能力主義 の原則， 資本剰 余 除外 の原則，計 算基 準明確性 の原則，
企業 自主計算 の原則等 が総合 的 に適 用 さ れるこ とによ り認識測定 さ れる。
しかしなが ら，一般 に最 良 の租 税 とさ れる要素 の中 に含 まれる経済 的効果
性，徴税費の低 コ ストのた めの租 税運営 の簡素化，タ ック ス・コンプ ラ イ ア
ン スに基づ く租税計 算の簡便性 は，確 か に重要 な要素で はあ るが，真 実公正
な課税所 得概念 か ら検 討 してみ る と， 必 ずし もプ ラ ス面 ばか りで な く， むし
ろ課税所 得が これらの理由 に名 を借 りて侵 食化 さ れてい る という事 実 も見逃
すことがで きない。
「真実公正 な課税所得」◇（trueandfairtaxableincome) とい う場合 の「真
実」 とい う意味 は，納 税主 体 た る企業 実体 に帰属 する正 しい所得 を意味 に
それは資 本取引 を除 く経済 力 の実現純 増加 額のすべ てを源 泉 とす る課税 適状
にあ る正 しい所得 を意味 す る。 しか し， 課 税所 得の真 実性 は， さらに公正 性
が付与 さ れた もので なけ れば な らない。「公正」とは，個別 の企業 実体 にお け
る特殊性 を超 えて， 他 の企業 との租税 負担 の公平 及び企業相互 間の租税 配分
が公平 に正 し く行 われ るこ とを意味 す るレ
しかしなが ら，「課税所得 概念 」自体, 極 めて複雑 な要素が絡 み合う てお り，
何 が「真 実公正 な課税所得」 を構 成 す るか は， その依 って立つ 立場，理論，
分析視点等 に よっ て異 なる場 合 が多 い。 ここで は， 税務会計学 の原理論 とし
て形成さ れた「真実公正 な課 税所 得」概 念 を基礎 とし て，現 実の課税所得 が






































済 を排除 す る もので あってはな らないこ との三点で あ る(5)。
第一の点 は，「企業 会計原則」や会 計 噴行 が必 ずし も公正 妥当性 があ る とは
限らない こ とか ら，一般 に税法上 の公正処理 基準 が 「企業 会計 原則」 を直接
意味す る もので はない とさ れる。問題 は，「公正」 とい う意味 が会 計上 使 われ
る場合 と税務上 使 われる場合 とで は意味が 異 な る とい うこ とで あ る。会 計上
使 われ る「公正 」 は，一般 に公正 妥当 と認 め られた会 計 原則又 は会 計基 準 に
従って，企業 自主経理 の原則 に より個別企業 の経営 成績 や財政状 態が適正 に
表 示されて い るこ とを意味 す るの に対 し， 税務上 使 われ る「公正」 ぱ， 租税
負担の公平 な配分 を理念 とす る課税所得の真 実 な把握 の意味で使 われる。
税務会計 は， 財務会計上 認識 ・測定さ れた会 計表現 を対 象 に， いかな る認
識基準が どの ように適用 されて処 理さ れた かを分析 し， その 結果， 税務会計
上 の認識 として その まま受容で きるか否か を識 別 しな け れば な らない。 この
こ とはレ 財務 会 計認識 を通 して認識 さ れた収 益 及 び費 用 ・損失 を益金及 び損
金 として認識 で きるか否 かを識別 す るこ とで あ り，金 額的 に限定 すべ き場合
には， 限定 すべ き測定方法及 び測定 のための適確 な処 理 を選択決定 す る必要
があ る。
第二 の点 の 「企業会 計原則」 や会計 肌行が網 羅的で な い こ とは，確 かであ
る。法 人税法 が対 象 とす る法人 は， 内国法 人 に限 らず 外国法 人 に もお よび，
株式会 社， 有 限会社， 合資会社，合名会社 及 び相互 会 社等 の普通法人 は もと
より，協 同組 合，公益法 人， 人格 のない社団 等 を含 み， こ れらの中小法人 か
ら大法 人 まで の 全ての法 人 を含 むか ら， 税法 の所 得計 算規定 はい きおい網羅
的であ るこ とを 必要 とす る。
課税所 得 の認識 にあ たっ て， 会計 原則又 は会 計 論理 によ る基本思考を基 に
して，会計 上一 般 に認め られてい る公正 妥当な処 理を その まま税務会計処理
として是 認す る場合 と，基 本的 には会 計上 の認識 を是 認 しなが ら， 所得測定
において一 定 の限度 を設け る場合 と， 担税力 及 び社会 的 公正 の観 点か ら， 独
自の税務会 計処 理を 必要 とす る場合があ る。網 羅的 に細部 にいた る税務上 の
解釈 と七て公表 さ れてい るのが「通達」で あ るが，「通 達」が 税務 運営上 効力
を有す るた めには少 な くて も税務会計上 の「公 正処 理基 準」であ るこ とを満
た す必要が あ る。 こ れ らを明確 に識別 するた め に， 税務会 計 認識 を必要 とす
る。



































） 何 が公正 妥当な会計処 理で あ るかは， 個 々の取 引 にお ける税務 会計 認
識 を通 して具体的 に判断 され， その積 み重 ねによ り公正 妥当 な税務会計
処理基 準 が形 成さ れる。
(3) 課 税所得概念定立 のた めの税務会 計 認識
あ るべ き課税所得 は， 真実性 及 び公正性 を満 たす もので なけ ればな らない
が，問題 ぱ個 別企業 にお け る特 定 の経済取引 にお いて，何 を所 得 に取 込 み，
何 を所得 か ら除外 する と真実公正 性 が満 たさ れ るかで あ る。 これは， 税務 会
計認識 の問題 であ る。税務会 計認識 は，個 別事 象取 引を分析 す るこ とによ り，
課税所 得 の2 つの構 成因子 た る益 金及 び損金 を識別 し， 測定 のための税務会
計 処理 を選択 す るこ とで あ る。 ・ ・j ㎜
税務会 計 認識 は， 税務会 計公準 及 び税務 会計 原則 を具体 的内容 とす る税務
会 計原理 論体系 を その判断基 準 とす る。税務 会計 原則 は，課 税所 得を認識 し，
測 定す るた めの税務会計的 原理思考 の中心的役割 を担 うもので あ る。 税務会
計 的思考 とは,「企業 会計|青報 を基礎 的デ ータ とし て その うえに展開す る租 税
目的のための会 計 の分野 にお ける課 税的事 実 の認識 お よび測 定のプロセ ス に
み られ る税務会 計特有 の計算 思考で あ る。」(8)この税務会計 原則 は，実質課税
主義 の原則， 計算恣意排除 の原則，損 金控 除規制 の原則，負 担能力主義 の原
則，資本剰 余除外 の原則，計 算基準 明確性 の原則，計 算簡便性 の原則，企業
自主計算 の原則， 公共政策配慮 の原則 とい う九つの税務会 計 原則か らな る。
これらの税務会 計原則が， 税務会計 の計 算原理的思 考 として作 用す るこ と
により， 真実 公正 な課税所得概 念が形 成 さ れる と考 えられ る。 税務会計 認識
は， 課税所得 の原理的思考た る税務会 計原則 の理論的 体系 を判断 の根拠 とし
て，現 実の取引事 象 を税務会 計事 象 として表現 す るこ とで あ る。 税務会計 認
識 は，個 別経済取引 事象を対 象 として， 課税 的事実 があ るか否 かを識別 し，
課 税的事 実であ れば， それを益金 又 は損 金 として認識 すべ きか否 か，認識 す
るとすれば， 具体的 にいかな る科 目 を適 合 させ， 測定 のた めにいかな る処 理
基準 を選択 すべ きかを判断 す るものであ る。
課税所得 を認識 す るため には， 税務会計 認識 を必要 とし， 税務会計認識 は
税務会計独 自の認識要件 を必要 とす る。 この認 識要件 は，三 つの要件か ら成
り立つ。 第一 は不偏的 中立性， 第二 は経済 的 実質性， 第三 は担税能力性 であ


































の現金基準 によ る益 金認識 の脱落， 減価 償却資産 とし て計上 すべ き重要資産
の少額を理 由 とす る損金算 入， 重 要性 の原則 適用 によ る資産非 計上， 資産評






























































準備金の取 崩 額，当該事業 年度 の所得 の金 額の うち，最 も少 ない金額 によ る。
新鉱床探鉱 費 それ自体 は，損金 匪が認め られる もので あ るが，準備金 と連動
し てお り， その取 崩 しによる益金 を損金 と相 殺 す るこ とに より， 益金算 入 と
な る取崩益 を所得 か ら免除 しよう とす るもので あ る。
収用換地等 の場合 の所 得の特 別控 除( 措法65 の2), 特 定土 地区画整理事業
等 のため に土地 等 を譲渡 した場合 の所 得の特別控 除( 措法65 の3) ，特 定住宅
地造成事業 等 のた めに土地等 を譲渡 した場合 の所得の特 別控除(措法65 の4) ，
農地保有 の合理化 のた めに農地等 を譲渡 した場合 の所 得 の特 別控 除( 措法65
の5) 等 も，本来 所得 として認識 すべ き もの を最 高5,000 万円 を限度 として損
金 に算入 す るこ とに より所 得 を免除 しよう とす る もので あ る。
医療法 人で, 社会 保険診療 につ き支払 いを受 け る金額 が5,000 万円以下 の場
合 には， 特定 の経 費率 に基づ き損 金算入す るこ とがで き る( 措 法67) 。2,500
万円以下 の報酬 金額 につ いては経費率が72 ％,2,500 万 円 を超 え3,000 万円以
下 の金額 につ いて は70％,3,000 万円 を超 え4,000 万円 以下 の金額 につ いては62
％,4,000 万 円 を超 え5,000 万円以下 の金 額 につ い て は57 ％ となっ てい る。
こ れらの保険 診療報 酬 による所得 は， 実際 の損金額 を超 え る所 得部分 につ い
て も経費率適 用 によ る損金額 が認 められ所得 が免除 さ れてい る。
農業生 産法人 の肉用 牛 の売 却 に係 る所得 の課税 の特 例( 措 法67 の3) は，
肉用牛 の売 却 の うちに，免税対象 飼育牛( 家 畜改良 増 殖法 によ り登録 さ れて
い る肉用牛又 は売 却価格が100 万 円未満) があ る ときは，当 該免 税対象飼育牛
の売却 によ る利 益 に相 当す る金額 を当該事業 年度 の所 得の計 算上損金の額 に
算 入す る とい う もので あ る。 これは， 本来損 金 どし て認識 さ れ えない売却利
益 を損金 として算 入す るこ とにより， 当該利益 に相 当 す る所得 を免除 しよう
とす る ものであ り，課 税所得 の侵 食化現象 は もとよ り， そればか りか，益 金


















の特別償却( 措法43の2), その他地震防災対策用資産の特別償却( 措法44),
高度技術工業集積地域における高度技術工業用設備の特別償却(措法44 の2),
産業構造転換用設備等の特別償却( 措法44の4), 特定余暇利用施設の特別償
却( 措法44の5), 特定電気通信設備の特別償却( 措法44の6), 商業施設等



















てい る（措法52 の3 ）。特別 償却準 備金 を積 立 てた場合 には，翌事業年 度 か ら7
年 間に わたっ て均 等額を取 崩 して益 金 に算入 す るこ とにな る。
真実公正 な課 税所得概 念 を理念 とす る税務会 計学 か らみ れば， こ れらは明
らかに返 還 を条件 とす る貸付金で あ り， それ と同 じ効果 を減 価償却 の特例 と
いう特別償却又 は割増 償却 によっ て税収 を犠牲 にして実現 しよう とす る もの
で あ る。 その 結果， 設定時 の課 税所得 は極端 に侵食 され るこ とにな る。 それ
は また， 普通減価償却制度 に も影 響 を与 え，耐 用年 数 の短縮 承認及 び増 加償
却 の承認 にお ける基準 の緩和 化 に結 びつ き，基 本税制 にお け る課税所得 の変



























































商法会計 認識 を前提 に成立 す るこ とにな る。 この当為 概念 は， 通 常， 実在的
行為に対 して それを当為理論 によって修正 す るこ とを意味 す る。 その場合，
税務会計 認識 の三重構 造 において， 明確 にさ れたあ るべ き財務 会計認識 及び
商法会 計認 識 は税務会計 の認識論 レベノVで の当為概 念で あっ て，財務会計 及
び商法会 計 にお け る当為概念 その ものを意味 す る もので は ない。
(2） 税務会 計学 にお ける真実性FASB
によ れば， 会計I青報 は，利害 関係者 の意思決 定 （dicisionmaking)
のために有用 な情報 （usefulinformation) で なけ ればな らず， それは信頼
性(reliability)と目的適合性(relevance ）に依存する。七かし,「信頼ド4（reliability）
は，必ず し も確実性 （certainty ）や正確性（precision ）を意味 す るもので は
ない。」叩なぜ な ら， 信頼性 は意思決定 目的 に依 存 す るか らで あ る とい う。
わが国 「企業 会 計 原則」 の一般 原則 にお ける真 実性 の原則 も絶対的真実性
を意味す る もので は な く，相対的 真実性 を表 す もの とさ れ る。 こ れは，現在
の会計が換価 価格 を評価基礎 とせず，取得 原価 を評 価基 礎 とす るところ から
期間配分 計算 とな り， この配分計算 には経営 者 の将来 に対 す る予測 が混入 す
る ところか ら 「今 日の財務諸表 は主観的 な真 実 をあ ら わしてい る ものであ る
こ とを意味 す る。」06)
税務会計 学上 の真 実性 は， かか る主観的真実 を前提 としなが ら も，取引事
実の客観的 真 実性 を重 要視 し， 課税関係 を認識 す るにあ たっ てはさ らに取引
の実質性 を も加味 しなけ ればな らない。 財務会計 は，個 別企業 の経営者が作
成 した財務 諸表 を利 害関係者 の意思決 定 に資 す るた めの情報 として提供 す る
こ とを目的 とす る ものであ るのに対 し， 税務会 計 は， 租 税負 担 の公正 な配分
としての課税所 得 を計 算 する ものであ る。 した がっ て， 税務会 計学上の認識
は，取引 事実 の真実性， 実質性 を基礎 として， 租 税の公正 な配分 た る課税所
得 を正確 に把握 す るこ とを先ず基本 としなけ れば な らない。
「企業 会計 原則」 は，重要性 （materiality ）の原則 が適 用 さ れた場合 には
簡便 な処理 が可 能で あ り，その簡便 な処理（convenientmethods ）もまた正
規 の簿記 の原則 に従 っ た もの と認 められる とす る。 こ こで 財務会計 の目的 が
「企業 の財務 内容 を明 らかに し，企業 の状況 に関す る利 害 関係者 の判断 を誤
らせない よ うにす るこ とにあ る」（会 原注解 ［注1 ］） とす れば，重 要性 の乏



































に，少額 な資産 の非 計上 も計算 簡便性 の原則 か ら必要 な場合 もあ りうるが，
少額多量資産又 は少額重要資産 にまで拡 大適 用さ れ る もので はない。
同様の処 理が繰延 資産 に もみ られ る。 繰延 資産で， その支出額 が20万 円未
満であ る ものにつ いては， その支 出 す る日の属す る事業年 度の損金 に算 入で
き る（法令134 ） とさ れる。 しかし，本来 税務上 の期 間 配分 の基 準は，益 金 と
の対応関係 の中で，損 金 として認識 さ れる もので あっ て， 金額 によっ て損 金
認識がお きるもので はない。 この よ うな損 金経理が是 認さ れ るこ とによ り，
課税所 得 の侵食化現 象が助長 さ れる。 ／
さらに，繰延資産 につい ては， 商法 との調 整 か ら， 創業 費，建 設利 息， 開
業 費， 試験研究 費， 開発費， 新 株発行 費， 社 債発行費， 社債発行差金 の一 部
について 自由償却 が認 められてい る（法令64 ）。こ れらは，営業権 の自由 償却
とともに， 課税所得 が極 端 に侵 食さ れ る要 因を もた らしてい る といえる。 税
務 会計学上 の認識論 か らい えば， 損金 は単 な る金額 に よって認識 され るべ き
もので は なく，損金 認識 にあたっ てよ り重要 なの は質 的認識 なのであ る。
事務用消耗品，作業 用消耗 品， 包装 材料， 広告 宣伝 用印刷物，見 本品 その
他 これらに準 ずる棚 卸資産 の取 得 に要 した費 用の額 は， 継続 して その取得 を
した日の属 する事業年 度の損 金の額 に算入 して い る場合 にはこれ を認め る（法
基 通2 －2-15 ） とす るが， これ らは棚 卸資産 の取得 に関連 しで生 じた支 出額
に限定さ れてい るもので あ るか ら， 基 本的 に棚卸資産で あ り， 販売時 に売上
原価 に含 められて損 金認識さ れ る もので あ る。 継続適 用 して い る場合 には，
結局期 間を超 えて平準化 さ れるが， 単年 度で の真実公 正な課税所得 を認識 す
るにあたっ ては損金 算入額 を増 加 させ るこ とにな り課税所得が侵食 され るこ
とにな る。 これ も損金 認識 の問題 とな る。
未収収益 とな る貸付 金，預 金， 貯金 等の利 子 は， 発生基準 によ り益金 認識
が起 きる ものであ るが，継 続処理 を条件 しして受 取期 日に益 金算 入するこ と
も認め られる（法基通2 －1-24 ）。こ れは，益 金 として既 に発生 してい る価値
増 加分 を当該事業 年度 の益 金で はな く， 次期以 降 の事業年 度の益金 として認
識 す るこ とにな る。 こ れ も真実公 正 な課税所 得概念 か らみ れば課 税所得 の侵
食化現象 として捉 えら れる。 同 じ ような例 は，受 取配 当 （法 基通2 －1-28 ）,
受取地代，家 賃等（法基 通2 －1-29 ）,工業 所有権 又 は ノーハ ウの使用料（法
基通2 －1-30) に も見 られ る。



































として認識 で き るか 否 か の 質 的 認 識(qualityrecognition ） を 問 題 に し な け































































税務会計 認識 は， か かる税務会計 原則 に基づ いて形 成 さ れるあ るべ き課税
所 得概念 を もとに， 具体的 に課税所 得 の構 成 因子た る各事業年 度 にお け る益
金及び損金 を正 しく確定 す るこ とにあ る。 かか る理念 的税務会計 にお け る税
務会計認識 は， 現行税制 におけ る課税所得 侵食化現象 の形成 要因を鮮明 にす
ることによ り， あ るべ き税務 会計 思考 を実在的 税務会 計 において実現す るた
めに必要 とな る。 理念的税務 会計 が， 実在 的税務会計 にインパクトを与 える
こ とによ り， 税務会 計上 の 「公正処 理基準 」 の具体的 内容 が明 らか にさ れ，
税 制上あ るべ き課税所得概 念 に基づ く計算 原理思 考が定着 す るこ とにな る。
かかる税務会 計学の分析視 点 にたっ た課税所得 認識 の積 み重 ねは， 課税所
得 の真実 な把握 とい う税制上 の意義 は もちろ んで あ るが， それに加 えて広義
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